尾道市漁業用燃油価格高騰対策事業（経営改善支援）補助
金交付要綱
（目的）

第１条　燃油価格の高騰による影響を受けている漁業者に対して漁業経営の改善を支援するため、漁船の操業に要する燃油の高騰相当額の一部を交付するものとし、その交付に関しては、尾道市補助金交付規則（昭和３８年規則第１８号）に規定するもののほか、この要綱に定めるところによる。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)　漁業者　市内の漁業協同組合に所属する正組合員及び正組合員と同等の漁労実績（年間９０日以上）がある准組合員で、漁船の所有権又は使用権を有するものをいう。

(2)　漁船　漁業の用に供される船舶のうち、稼働に燃油を消費する原動機を搭載しているもので、次の条件を満たすものをいう。

ア　漁船法（昭和２５年法律第１７８号）第１０条第1項に規定する広島県知事の備える漁船原簿への登録を要するものについては、補助対象期間内にその登録がされているもの

イ　船舶安全法（昭和８年法律第１１号）第５条第1項に規定する船舶検査を要するものについては、その船舶検査証書の有効期間が補助対象期間内にあるもの

(3)　燃油　漁船用のＡ重油、軽油、ガソリン等の石油製品をいう。

(4)　補助対象期間　令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの間をいう。
(5)　遊漁船業　遊漁船業の適正化に関する法律（昭和６３年法律第９９号）第２条第１項に規定する事業をいう。

（交付対象者）
第３条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、漁業者の経営の安定化を支援する市内の漁業協同組合とする。
　（間接補助事業者の要件）
第４条　この要綱の規定により補助事業者からの補助金（以下「間接補助金」という。）の交付を受けることができる者（以下「間接補助事業者」という。）は、次の各号のいずれにも該当する漁業者とする。

(1)　補助対象期間中に漁船の操業に要する燃油を購入した者
(2)　確定申告書等により漁業収入（遊漁船業の収入を含む。以下同じ。）を確認できる者
(3)　市税を滞納していない者
(4)　国、地方公共団体その他の団体から同様の補助金等（一般社団法人漁業経営安定化推進協会漁業用燃油価格安定対策事業実施要領（平成２２年５月１１日承認）に基づくものを除く。）を受けていない者
（補助単価の算定方法）
第５条　補助金の交付に係る燃油１リットル当たりの補助単価は、次項に規定する方法により尾道市の会計年度における四半期ごとに算定した額とする。

２　前項の補助単価は、一般社団法人漁業経営安定化推進協会漁業用燃油価格安定対策事業実施要領第１３条若しくは第１４条又は第１８条若しくは第１９条の規定に基づいて算出した平均原油価格の高騰額に補助率３分の２を乗じて小数点第３位を切り捨てて得た額とする。
（補助金額）
第６条　補助金の額は、補助対象期間内における四半期ごとの燃油の購入量に前条の規定により算定した補助単価を乗じて小数点以下を切り捨てて得た額に、間接補助事業者による申請１件につき３００円を加えた額とする。

（交付申請）
第７条　間接補助金の交付を受けようとする間接補助事業者は、補助金交付申請書（間接補助事業者用）（別記様式第１号）に、次に掲げる書類を添付して補助事業者に提出するものとする。

(1)　燃油の給油日及び数量を確認できる書類（領収書等）の写し
(2)　漁業収入を確認できる書類（確定申告書等）の写し
(3)　その他市長が必要と認めた書類

２　前項の規定による申請を受けた補助事業者は、申請の内容を審査し、適正であると認めたときは、補助金交付申請書（補助事業者用）（別記様式第２号）に関係書類を添付して市長に提出するものとする。
（補助金の交付決定）
第８条　市長は、前条第２項の規定による申請があった場合において、当該申請の内容を審査し、適当であると認めたときは、申請した補助事業者に対し、補助金交付決定通知書（別記様式第３号）により通知するものとする。
２　補助事業者は、前項の規定による通知を受けたときは、間接補助事業者にその旨を通知するものとする。
（補助金の交付請求）
第９条　前条第１項の規定による通知を受けた補助事業者は、速やかに補助金交付請求書（別記様式第４号）を市長に提出するものとする。
２　市長は、前項の規定による請求を受けたときは、当該請求をした者に対し、補助金を交付するものとする。
３　補助事業者は、前項の交付を受けたときは、間接補助事業者に対し、燃油に係る補助金を交付するものとする。
（帳簿等の備付け）

第１０条　補助事業者は、当該補助事業に関する帳簿及び書類を備え、当該事業の完了の日から５年を経過した日の属する市の会計年度の末日まで保管しておかなければならない。
　（補則）

第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
付　則
　この要綱は、令和５年７月４日から施行する。
